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A. 調査要領

特別アンケート 企業行動に関する意識調査結果 ２０１７年６月（大企業）

Ⅰ．調査時期：2017年6月26日（月）を期日として実施。

Ⅱ．調査対象：2016・2017・2018年度 設備投資計画調査の対象企業
(資本金10億円以上の大企業）

対 象
回答状況※

(回答率) 製造業 非製造業

大企業（資本金10億円以上） 3,127社
1,211社

（38.7％）
500社 711社

※回答社数は１問でも有効回答があった企業。
各設問毎の回答社数は上記を下回るものが多い。

Ⅲ．調査項目

１．国内固定資産投資の動向、設備の現況

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）「広義の投資」全般

（２）海外設備投資、事業活動状況

（３）研究開発の取り組み

（４）人的投資、人材育成の取り組み

（５）ソフトウェア投資、ＡＩ・ＩｏＴの活用

（６）Ｍ＆Ａへの取り組み

３．成長市場開拓の取り組み

４．事業継続マネジメントの取り組み

５．業種別動向（非製造業）



１－１．国内固定資産投資の動向、設備の現況
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Ｂ. 調査結果

図表1-1 2016年度国内設備投資の実績が当初計画を下回った理由

（有効回答社数比、％）(注) 最大3つまでの複数回答

8 

26 

0 

1 

4 

3 

3 

40 

37 

1 

28 

3 

11 

33 

0 

1 

6 

3 

5 

49 

40 

1 

20 

3 

6 

21 

0 

1 

3 

2 

2 

33 

35 

2 

35 

4 

0 10 20 30 40 50 60

１．足元の収益下振れ

２．工期の遅れ

３．資金調達環境の悪化

４．一部を子会社設備投資に計上

５．事業の先行き不透明感増大

６．中長期的な期待収益率の下振れ

７．主要顧客の要請による計画変更

８．設備投資内容の精査、無駄の見直しなどによるコストカット

９．計画には実施不確定な設備投資も含まれていた

10．工事費高騰に伴う縮小、取りやめ

11．実績は当初計画を下回らず

12．その他（ ）

全産業【965社】

製造業【403社】

非製造業【562社】

①足元の収益下振れ

②工期の遅れ

③資金調達環境の悪化

④一部を子会社の設備投資に計上したため

⑤当初計画策定後に事業環境の先行き不透
明感が増大

⑥当初計画策定後に中長期的な期待収益率
の下振れを認識

⑦主要顧客の要請による投資計画の変更

⑧設備投資内容の精査、無駄の見直しなど
によるコストカット

⑨当初計画には実施不確定な設備投資
も含まれていた

⑩工事費高騰に伴う縮小、取りやめ

⑪実績は当初計画を下回らなかった

⑫その他
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１－２．国内固定資産投資の動向、設備の現況

（構成比、％）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）－１ 「広義の投資」全般

全産業【1152社】

製造業【489社】

非製造業【663社】



図表2-(1)-2 「広義の投資」の下振れリスク要因（製造業）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）－２ 「広義の投資」全般
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）－３ 「広義の投資」全般

図表2-(1)-3 「広義の投資」の下振れリスク要因（非製造業）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－１ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-1-1 製造業 国内および海外の生産能力の見通し（向こう３年程度）

国 内

図表2-(2)-1-2 製造業 国内および海外の生産能力の見通し（10年先）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－２ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-2-1 製造業 国内生産能力を縮小する理由

（構成比、％）

図表2-(2)-2-2 製造業 海外生産能力を増強する理由
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製造業合計

① 輸送用機械

② 電気機械

③ 一般・精密機械

④ その他
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【回答社数：270社】

（注）３つまでの複数回答

図表2-(2)-3-2 製造業 国内マザー工場で強化していく機能

（構成比、％）

（構成比、％）

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－３ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-3-1 製造業 国内にマザー工場を有すると回答した企業の割合
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－４海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-4-1 非製造業 海外事業への取り組み方針

（構成比、％）

図表2-(2)-4-2 非製造業 海外事業への取り組み方針の理由
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－１ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-1-1 製造業 研究開発費の対売上高比の傾向

（構成比、％）

大幅に上昇 やや上昇 あまり変わらない やや低下 大幅に低下

図表2-(3)-1-2 製造業 研究開発の成果
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－２ 研究開発の取り組み
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基礎研究【343社】

応用研究【363社】

開発研究【399社】

図表2-(3)-2 製造業 研究開発活動上重要な取り組みや組織

（構成比、％）（注）２つまでの複数回答

①独立した中央研究所

②工場内研究所(国内)

③工場内研究所(海外)

④国内生産現場

⑤海外生産現場

⑥産学連携

⑦他社とのオープンイノベーション

⑧他社技術の買収やＭ＆Ａ

⑨その他
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－３ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-3-1 製造業 研究開発費の配分について

（構成比、％）

変化した
変化しない

17 83 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

【回答社数：437社】

図表2-(3)-3-2 製造業 研究開発活動の主導者

（テーマ選定や資金配分の見直し等）

50 

1 

20 

20 

3 

6 

0 10 20 30 40 50 60

【回答社数：435社】

（構成比、％）

（注）過去５年程度の間に基礎・応用・開発の分野別の研究開発費の配分変化の有無について質問

①役員級のCTO
(最高技術責任者)

②非役員のCTO

③CTOではない研究部門
トップ（中央研究所長等）

④生産・製造部門
（担当役員を含む）

⑤販売・営業部門
（担当役員を含む）

⑥その他
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－４ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-4 製造業 研究開発活動の課題

（注）２つまでの複数回答 （構成比、％）

42 

15 

12 

30 

17 

12 

6 

5 

5 

3 

8 

2 

3 

33 

16 

21 

20 

16 

8 

16 

3 

6 

3 

6 

2 

4 

25 

12 

15 

36 

21 

12 

9 

6 

10 

3 

6 

1 

4 

23 

15 

12 

35 

18 

19 

6 

9 

8 

3 

6 

3 

3 

0 10 20 30 40 50

全社的な研究開発活動のマネジメント

開発力、技術力が劣る分野の存在

研究開発テーマのアイデア不足

研究成果の製品化、事業化の遅れ

市場ニーズの把握不足

研究開発部門と現場との連携

大学・研究機関との連携

顧客や仕入業者等との連携

他社、ベンチャーとの連携

基準化、標準化への取り組み

研究開発費が不十分

自前主義の行き過ぎ

その他

研究開発全般【330社】

基礎研究【285社】

応用研究【307社】

開発研究【341社】

①全社的な研究開発活動の
マネジメント

②開発力、技術力が劣る分野の
存在

③研究開発テーマのアイデア
不足

④研究成果の製品化、
事業化の遅れ

⑤市場ニーズの把握不足

⑥研究開発部門と現場との連携

⑦大学・研究機関との連携

⑧顧客や仕入業者等との連携

⑨他社、ベンチャーとの連携

⑩基準化、標準化への取り組み

⑪研究開発費が不十分

⑫自前主義の行き過ぎ

⑬その他



非製造業合計

①うち建設

②うち卸売･小売

③うち不動産

④うち運輸

⑤うち通信･情報

42 

83 

37 

24 

31 

48 

0 20 40 60 80 100

【668社】

【66社】

【147社】

【90社】

【137社】

【81社】

非製造業合計

①うち建設

②うち卸売･小売

③うち不動産

④うち運輸

⑤うち通信･情報
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－５ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-5-1 非製造業 何らかの研究開発や新商品、新サービス開発の取り組みを行っている企業の割合

（構成比、％）

図表2-(3)-5-2 非製造業 何らかの研究開発や新商品、新サービス開発の取り組みを行っている企業

における今後の取り組み方針

（構成比、％）

12 

5 

7 

17 

14 

15 

55 

52 

63 

61 

55 

53 

33 

41 

30 

22 

31 

30 

0 

2 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

3 

0 20 40 60 80 100

【284社】

【56社】

【57社】

【23社】

【42社】

【40社】

大幅に強化 やや強化 あまり変わらない やや縮小 大幅に縮小
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－１ 人的投資、人材育成の取り組み

図表2-(4)-1-1 人的投資や人材育成として把握する費用

（構成比、％）

（注）各選択肢について該当するものを全て選択

81 

72 

27 

72 

19 

17 

20 

79 

2 

79 

73 

30 

73 

26 

24 

21 

78 

3 

82 

72 

25 

71 

14 

12 

20 

79 

2 

0 20 40 60 80 100

外部講習の会社負担分

社員の資格取得等の補助

研修施設の管理・運営費

集合研修の講師料等

派遣留学等の学費

派遣留学等期間中の給与

OJTに要する人件費

採用に関する諸経費

その他

全産業【968社】

製造業【395社】

非製造業【573社】

①外部講習の会社負担分

②社員の資格取得等の補助

③研修施設の管理・運営費

④集合研修の講師料等

⑤派遣留学等の学費

⑥派遣留学等期間中の給与

⑦OJTに要する人件費

⑧採用に関する諸経費

⑨その他
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－２ 人的投資、人材育成の取り組み

図表2-(4)-2-1 人的投資や人材育成の重要度

42 

37 

45 

52 

58 

47 

0 20 40 60 80 100

全産業

【1152社】

製造業

【486社】

非製造業

【666社】

上昇

やや上昇

（構成比、％）

図表2-(4)-2-2 人的投資や人材育成のための支出

51 

50 

52 

41 

42 

41 

2 

2 

2 

5 

6 

5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【1147社】

製造業【484社】

非製造業【663社】

増やしている あまり変わらない 減らしている よく分からない

（構成比、％）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－３ 人的投資、人材育成の取り組み

図表2-(4)-3-1 人的投資や人材育成の一人当たり支出額（年間）

（構成比、％）

図表2-(4)-3-2 今後、育成が重要となる人材

（注）２つまでの複数回答

（構成比、％）

9 

57 

15 

4 

14 

6 

54 

24 

1 

14 

0 10 20 30 40 50 60

１万円以下

１万円≦x＜10万円

10万円≦x＜50万円

50万円≦x＜100万円

100万円≦x

製造業【140社】

非製造業【276社】

40 

26 

36 

25 

38 

6 

63 

50 

34 

12 

22 

2 

24 

9 

37 

35 

50 

9 

0 10 20 30 40 50 60 70

海外展開に必要な国際人材

研究開発などの高度人材

現場の技能労働者

財務や法務の専門人材

営業やマーケティング人材

その他

全産業【1138社】

製造業【475社】

非製造業【663社】

①海外展開に必要な国際人材

②研究開発などの高度人材

③現場の技能労働者

④財務や法務の専門人材

⑤営業やマーケティング人材

⑥その他

①１万円未満

②１万円≦x＜10万円

③10万円≦x＜50万円

④50万円≦x＜100万円

⑤100万円≦x
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－４ 人的投資、人材育成の取り組み

図表2-(4)-4 人手不足に対する対応策

（注）２つまでの複数回答 （構成比、％）

AIやIoT活用による生産性向上

人材教育による生産性向上

業務改善による生産性向上

設備投資による省力化

賃金の引き上げ

在宅勤務等、多様な働き方の推進

非正規社員の正社員登用

高齢者の再雇用や定年延長

女性社員比率の向上

外国人労働者の育成、採用

海外でのアウトソーシング

M&Aによる人材確保

生産量など、事業規模の縮小

人手は足りている

その他

7 

24 

55 

25 

3 

9 

11 

20 

5 

5 

2 

1 

0 

8 

3 

25 

27 

37 

33 

5 

14 

3 

11 

10 

7 

2 

3 

0 

5 

2 

4 

30 

52 

10 

10 

5 

15 

18 

7 

3 

0 

1 

0 

14 

4 

20 

28 

32 

15 

6 

14 

9 

16 

11 

6 

0 

3 

0 

9 

3 

0 10 20 30 40 50 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

製造業足元【472社】

製造業5年先【441社】

非製造業足元【666社】

非製造業5年先【609社】



11 

9 

11 

9 

10 

10 

28 

22 

29 

25 

27 

20 

26 

34 

26 

37 

25 

32 

36 

34 

33 

29 

37 

38 

0 20 40 60 80 100

【1136社】

【1160社】

【472社】

【486社】

【664社】

【674社】

活用している 活用を検討している 社内的な関心が高まっている 関心も高まっていない

全産業

17年度

16年度

製造業

17年度

16年度

非製造業

17年度

16年度

図表2-(5)-1-2 ＩｏＴ、ビッグデータへの対応
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（５）－１ ソフトウェア投資、ＡＩ・ＩｏＴの活用

8 

8 

9 

70 

72 

69 

18 

18 

19 

3 

2 

4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【1122社】

製造業【467社】

非製造業【655社】

大幅に増加 やや増加 やや減少 大幅に減少

図表2-(5)-1-1 ソフトウェア投資に対する支出の傾向

（構成比、％）

（構成比、％）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（５）－２ ソフトウェア投資、ＡＩ・ＩｏＴの活用

図表2-(5)-2-1 ＡＩ・ＩｏＴ活用の具体例

製
造
業

• 製品の保守管理（繊維）
• 製造・検査の省人化（非鉄金属）
• 製品(産業用機械)の故障予防や故障予知（一般機械）
• 製品の顧客使用状況の把握、需要予測（一般機械）
• 輸送費最適化のための生産拠点検討（窯業・土石）
• 加工状況の見える化（一般機械）
• 工場プロセスデータ解析（化学）

非
製
造
業

• 生産性向上、現場の検査・データ取り（ゼネコン）
• 工事現場の業務改善、効率化（ゼネコン）
• 営業現場での活用（通信・情報）
• マーケットの把握（不動産）
• 営業現場での活用（リース、不動産等）
• 顧客の消費行動分析、購買動向分析等（小売）
• 駅係員による活用（鉄道）
• 発電所の設備運営における活用（電力）

図表2-(5)-2-2 ＡＩ・ＩｏＴ活用に当たっての課題や懸念事項

（構成比、％）
（注）２つまでの複数回答

56 

35 

7 

34 

41 

1 

2 

54 

38 

6 

34 

42 

1 

2 

57 

32 

8 

33 

41 

1 

2 

0 10 20 30 40 50 60

セキュリティ対策

高度なＩＴ技術者の確保

AIなどのソフトウェアの能力不足

ソフトウェア投資負担の増大

社内におけるAI、IoTの活用イメージや理解の不足

AIによる業務代替で余剰人員が発生

その他

全産業【1010社】

製造業【430社】

非製造業【580社】

①セキュリティ対策

②高度なＩＴ技術者の確保

③AIなどのソフトウェアの能力不足

④ソフトウェア投資負担の増大

⑤社内におけるAI、IoTの活用イメージ
や理解の不足

⑥AIによる業務代替で余剰人員が発生

⑦その他



全産業

製造業

非製造業
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（６）－１ Ｍ＆Ａへの取り組み

図表2-(6)-1-1 Ｍ＆Ａの実施状況

（構成比、％）
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2015年度【1067社】

2016年度【1073社】

2015年度【444社】

2016年度【445社】

2015年度【623社】

2016年度【628社】

買収（国内）

買収（海外）

事業売却（国内）

事業売却（海外）

図表2-(6)-1-2 Ｍ＆Ａに対するスタンス

（構成比、％）
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31 
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28 

14 
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15 
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15 
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68 

39 

42 

59 

54 

73 

75 

0 20 40 60 80 100

【1050社】

【1040社】

【1035社】

【439社】

【438社】

【434社】

【611社】

【602社】

【601社】

非常に積極的 やや積極的(案件次第で検討)   あまり積極的ではない 積極的ではない

全産業

国内買収

海外買収

事業売却

製造業

国内買収

海外買収

事業売却

非製造業

国内買収

海外買収

事業売却
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（６）－２ Ｍ＆Ａへの取り組み

図表2-(6)-2-1 Ｍ＆Ａの目標金額設定の有無

7 

9 

7 

93 

91 

93 

0 20 40 60 80 100

全産業【1098社】

製造業【455社】

非製造業【643社】

設定している

設定していない

（構成比、％）

図表2-(6)-2-2 Ｍ＆Ａの案件ソーシング先

（構成比、％）
（注）1. ２つまでの複数回答、2. 案件未成立の場合も含む

31 

33 

66 

14 

19 

20 

16 

32 

30 

66 

13 

22 

23 

15 

30 

35 

66 

14 

17 

17 

16 

0 10 20 30 40 50 60 70

相手先企業からの持ち込み

取引先等からの関係先の紹介

取引金融機関からの紹介

相手先取引金融機関からの紹介

ファンド等からの紹介

貴社からアドバイザー等に依頼

その他

全産業【635社】

製造業【297社】

非製造業【338社】

①相手先企業からの
持ち込み

②取引先や関係先から
の紹介

③当社の取引金融機関
からの紹介

④相手先の取引金融
機関からの紹介

⑤ファンド等からの紹介

⑥貴社からアドバイザー等
に依頼

⑦その他



39 

39 

38 

61 

61 

62 

0255075100

【451社】

【219社】

【232社】

売却損や減損処理など、損失計上をしたことがある 損失計上をしたことはない

全産業

製造業

非製造業
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（６）－３ Ｍ＆Ａへの取り組み

図表2-(6)-3-1 Ｍ＆Ａ実施の主たる目的

①既存事業の規模や
シェア拡大

②相手先技術の
取り込み

③相手先ブランドや
商標の取り込み

④事業分野の拡大

⑤事業基盤が弱い
地域への進出

⑥調達先や販売先等
の取り込み

⑦人材の獲得

⑧その他

（構成比、％）（注）２つまでの複数回答

（構成比、％）

図表2-(6)-3-2 過去のＭ＆Ａに伴う損失計上経験の有無

国内でのＭ＆Ａ
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【246社】

【157社】

【89社】

（構成比、％）

海外でのＭ＆Ａ

（注）過去にＭ＆Ａの実施経験がある企業のみで集計
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20 

8 

9 

10 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

全産業【777社】

製造業【379社】

非製造業【398社】
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37 

32 

11 

11 

10 

55 

52 

58 

0 20 40 60 80 100

【1137社】

【476社】

【661社】

取り組んでいる 今後、取り組む予定がある 現時点で取り組む予定はない

全産業

製造業

非製造業
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３．成長市場開拓の取り組み－１

図表3-1-1 中期的な市場開拓や新規事業への取り組みについて

（構成比、％）

図表3-1-2 国内成長市場開拓の取り組み具体事例

業種 取り組み事例

製
造
業

化学
医療関連、ライフサイエンス、地域包括ヘルスケア、
半導体関連素材、自動車関連

一般機械
ロボット、水処理関連、金属３Ｄプリンタ、医療用セン
サー、医療関連、IoT関連

電気機械
ライフサイエンス、ワイヤレス給電、自動車部品、有機
ＥＬ

輸送用機械
次世代自動車向け製品、車載セキュリティソフトウェア
の開発・販売、医療分野

非
製
造
業

運輸
不動産事業、小売事業、統合リゾート事業、高齢者事
業、養殖事業

卸売・小売 健康関連、再生エネルギー、電力小売、金融事業

建設／不動産
野菜工場、ホテル事業、介護事業、医療事業、防災事
業、太陽光発電
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３．成長市場開拓の取り組み－２

図表3-2-1 成長市場開拓/新規事業に取り組まれている場合、その位置付けや理由

（構成比、％）
（注）２つまでの複数回答

68 

22 

5 

4 

17 

35 

15 

3 

2 

74 

21 

4 

5 

20 

29 

21 

1 

1 

63 

22 

6 

4 

15 

40 

11 

4 

2 

0 20 40 60 80

全産業【651社】

製造業【280社】

非製造業【371社】

①中長期的に新たな収益の柱とするため

②事業多角化の一環

③株主・投資家の成長期待に対応

④他社に遅れをとらないため

⑤既存の中核事業の収益力が低下傾向にあるため

⑥既存事業とのシナジーが見込まれるため

⑦今後の高い成長が見込まれるため

⑧社員の雇用機会を確保するため

⑨その他
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３．成長市場開拓の取り組み－３

図表3-3-1 航空機関連設備投資

(2016年度に航空機関連設備投資を実施した社数)

0
2

0

3
5

1 

4

3

3

6 2

1

0

2

4

6

8

10

12

14

1 2 3 4 5 6

金額回答あり【11社】

総 数【30社】

（注）航空機関連の設備投資を実施したが、他の投資の区分の関係等から金額は未回答の会社が19社。

化
学
・
繊
維

鉄
鋼
・
非
鉄
金
属

電
気
機
械

一
般
・
精
密
機
械

輸
送
用
機
械

そ
の
他

金
額
も
回
答

金
額
は
非
回
答

（社数）

3,951 

4,765 

5,478 

1,088 
1,545 

1,242 

500

1,500

2,500

3,500

4,500

5,500

6,500

2015 16 17

（計画）

金額回答があった会社の
航空機関連設備投資額

金額回答がなかった会社を含む
航空機関連の設備投資を実施した
企業の総設備投資額

（億円）

（年度）

図表3-3-2 航空機関連企業の設備投資額
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３．成長市場開拓の取り組み－４

図表3-4-1 非製造業の成長戦略

（構成比、％）

国内での新たな
事業分野の展開

海外展開の強化、
加速

これまで事業外
の国内他地域へ
の展開

同業他社との
合従連衡の促進

その他

貴社グループ事業
に対する需要は、
成長が続く見通し

17 

27 

21 

10 

16 

11 

5 

11 

14 

13 

22 

14 

9 

13 

5 

25 

37 

47 

31 

28 

31 

32 

63 

32 

10 

6 

10 

15 

11 

9 

13 

7 

13 

6 

8 

14 

19 

26 

11 

14 

10 

2 

8 

20 

14 

11 

3 

12 

0 20 40 60 80 100

【623社】

【64社】

【148社】

【81社】

【123社】

【47社】

【75社】

【57社】

非製造業合計

うち建設

うち卸売･小売

うち不動産

うち運輸

うち電力・ガス

うち通信･情報

うちサ－ビス
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16 

3 

9 

56 

21 

12 

1 

6 

65 

35 

18 

3 

11 

52 

0 10 20 30 40 50 60 70

自治体との災害応援協定

取引先との有事協定

競合他社との共助協定

業界内相互応援協定

協定を締結していない

全産業【728社】

製造業【268社】

非製造業【460社】

30

４．事業継続マネジメントの取り組み

図表4-1 事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取り組み状況

80 

70 

39 

80 

19 

82 

75 

42 

78 

23 

78 

67 

36 

81 

17 

0 20 40 60 80 100

事業継続計画（BCP)を策定している

東日本大震災を受けて、BCPを見直したり、新たに策定

事業継続や供給責任の観点から、国内での設備投資を実施

危機発生時に備えた全社的な訓練を年１回以上実施

機関投資家などに向けて、防災対策やBCMを情報開示

全産業【924社】

製造業【393社】

非製造業【531社】

（構成比、％）

図表4-2 有事協定の締結状況

（構成比、％）（注）該当する項目を全て選択

①政府や自治体との災害
応援協定

②取引先との有事協定

③競合他社との共助協定

④業界内相互応援協定

⑤協定を締結していない

①事業継続計画（BCP)を
策定している

②東日本大震災を受けて、
BCPを見直したり、新たに
策定

③事業継続や供給責任の
観点から、国内で設備投資
を実施

④危機発生時に備えた
全社的な訓練を年１回以上
実施

⑤機関投資家などに向けて、
防災対策やBCMを情報開示



31

５．業種別動向（非製造業）

① 小売業

図表5-①-1 近年の売上高の傾向（小売事業）

23 41 36 

0 20 40 60 80 100

【222社】
増収傾向

横ばい

減収傾向

（構成比、％）

17 

37 

28 

60 

8 

15 

0 

1 

9 

0 10 20 30 40 50 60 70

①商圏人口の減少

②消費者の節約志向

③消費者ニーズの変化

④同業者との競合激化

⑤異業種との競合激化

⑥ネット通販等の競争

⑦外国人客の減少（客数）

⑧外国人客の減少（単価）

⑨その他
【93社】

図表5-①-2 近年の売上高減収の要因（小売事業）

（構成比、％）

図表5-①-3 主要な経営課題（小売事業）

（構成比、％）

（注）２つまでの複数回答

（注）２つまでの複数回答

※小売業を専業としない会社も含む。

14 

37 

24 

7 

11 

2 

45 

35 

3 

0 10 20 30 40 50

①不採算店舗の閉鎖

②既存店舗の改装、建替

③新規出店の強化

④M&Aによる事業拡大

⑤ネット販売事業等の強化

⑥海外事業の強化

⑦商品力、ブランドの強化

⑧粗利率の改善、仕入れの強化

⑨その他 【208社】

①不採算店舗の閉鎖

②既存店舗の改装、建替

③新規出店の強化

④M&Aによる事業拡大

⑤ネット販売事業等の強化

⑥海外事業の強化

⑦商品力、ブランドの強化

⑧粗利率の改善、仕入れの強化

⑨その他

①商圏人口の減少

②消費者の節約志向

③消費者ニーズの変化

④同業者との競合激化

⑤異業種との競合激化

⑥ネット通販等の競争

⑦外国人客の減少（客数）

⑧外国人客の減少（単価）

⑨その他
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38 48 15 

0 20 40 60 80 100

【122社】

増加傾向

横ばい

減少傾向

５．業種別動向（非製造業）

② 物流業

図表5-②-1 荷物取扱数量の傾向（物流業）

（構成比、％）

図表5-②-2 荷物取扱数量の増加に対する対応策（物流業）

（構成比、％）

※物流業を専業としない会社も含む。

62 

23 

9 

13 

19 

0 

15 

6 

6 

0 20 40 60 80

物流施設の増強

ドライバー等の人員を増強

顧客選別や取扱量の抑制

同業との共同輸送の推進等

モーダルシフトの推進

旅客業者等、異業種との連携

料金の引き上げ

特に対応策は講じず

その他

【47社】

①物流施設の増強

②ドライバー等の人員を増強

③顧客選別や取扱量の抑制

④同業との共同輸送の推進等

⑤モーダルシフトの推進

⑥旅客業者等、異業種との連携

⑦料金の引き上げ

⑧特に対応策は講じず

⑨その他
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５．業種別動向（非製造業）

③ 旅客運送業

40 

38 

6 

61 

35 

7 

0 10 20 30 40 50 60 70

利用客数の減少への対応

設備老朽化への対応

耐震等、防災対策

安全対策

運転手や保守要員、駅員などの人材確保

その他

【72社】

図表5-③-1 経営上の課題（旅客運送業）

（注）２つまでの複数回答 （構成比、％）

図表5-③-2 上記経営課題の設備投資への影響（旅客運送業）

（構成比、％）

※旅客運送業を専業としない会社も含む。

①増加要因

80 

②特に影響は無い

20 

③減少要因

0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

【70社】

①利用客数の減少への対応

②設備老朽化への対応

③耐震等、防災対策

④安全対策

⑤運転手や保守要員、駅員
などの人材確保

⑥その他



①人手確保

②人件費の上昇

③ホテル建設費の上昇

④ホテル新設用地の確保

⑤既存建物の耐震工事負担

⑥既存施設の老朽化

⑦新設ホテル増加等による競争激化

⑧宿泊客数の減少

⑨客単価の低下

⑩その他

全体

うち外国人客
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５．業種別動向（非製造業）

④ ホテル・旅館業

図表5-④-1 近年の宿泊客数の傾向（ホテル・旅館事業）

47 

60 

38 

32 

15 

8 

0 20 40 60 80 100

【72社】

【72社】

増加傾向

変わらない

減少傾向

（構成比、％）

図表5-④-3 経営上の課題（ホテル・旅館事業）

図表5-④-2 ホテル新設・建替や大規模改装等の計画（ホテル・旅館事業）

あり

65 

なし

35 

0 20 40 60 80 100

【68社】

（構成比、％）

（構成比、％）

※ホテル・旅館業を専業としない会社も含む。

（注）２つまでの複数回答

38 

11 

14 

14 

8 

42 

36 
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7 

0 10 20 30 40 50

【72社】
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５．業種別動向（非製造業）

⑤ 建設業

図表5-⑤-1 案件受注残高の状況（建設事業）

54 
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43 

67 

4 

24 

0 20 40 60 80 100

【114社】

【108社】

①高水準

②平均的水準

③低水準

（構成比、％）

図表5-⑤-2 経営上の課題（建設事業）

（構成比、％）

※建設業を専業としない会社も含む。

（注）２つまでの複数回答

80 

12 

28 

24 

45 

2 

0 20 40 60 80 100

人手確保

人件費の上昇

技能工などの技能伝承

建設資材価格の上昇

将来的な国内需要減少に対する対応

その他 【119社】

①人手確保

②人件費の上昇

③技能工などの技能伝承

④建設資材価格の上昇

⑤将来的な国内需要減少に
対する対応

⑥その他
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